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第8章 国際機関及び国際協力

第1節 国 際 機 関

1概 況

通信はその本来的性質か らみて世界的なものであ り,世 界を通信で結ぶた

めには,ま ず第一に国際間に統一された合意を必要とする。そのため,郵 便

及び電気通信に関す る国際協力を維持 ・増進するための政府間国際機関であ

る万国郵便連合(UPU)及 び国際電気通信連合(ITU)は,他 の国際機関に

先駆けて早 くから設立 され,既 に100年 に及ぶ歴史を有 し,ま た,加 盟国数

においても150か 国を超す大 きな組織となっている。

一方,宇 宙空間の静止衛星軌道に衛星を打ち上げ,広 帯域通信網を改善 し

ようとい う構想の下に発足 した国際電気通信衛星機構(イ ンテルサ ット)も

既に12年を経過 し,そ のメンバ も90か国を超え,ま たサービスの範囲もグロ

ーバルな発展をみせている。

インテルサ ットは,人 類の宇宙憲章といわれる 「月その他の天体を含む宇

宙空間の探査及び利用における国家活動を律する原則に関する条約」の法秩

序の下に宇宙を背景に確立 された国際機構であ り,今 後進展が予想される海

事衛星や海底資源開発等の国際協力分野に先例を提供するものとして評価さ

れている。

また,海 事通信の分野に衛星通信を導入することを目的とする国際海事衛

星機構(イ ンマルサヅト)及 びアジア ・太平洋地域内の電気通信の開発と電

気通信網の完成を推進することを目的とす るアジア ・太平洋電気通信共同体

の両機構の設立が進められている。
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2万 国郵便連合(UPU)

(1)概 要

万国郵便連合(加 盟国157)は,創 設以来百年有余の歴史を有する国際連

合の専門機関の一つで,郵 便業務の効果的運営によつて諸国民間の通信連絡

を増進 し,か つ,文 化,社 会及び経済の分野における国際協力の発展に寄与

す ることを目的とする政府間国際機関である。

我が国は,1877年(明 治10年)に 加盟 してお り,現 在,連 合の常設機関で

ある執行理事会及び郵便研究諮問理事会の理事国として連合の活動において

指導的な役割を果たしてきている。

連合の最高意思決定機関 としては,原 則 として5年 に1回 開催される大会

議があり,連 合の条約類は,こ の大会議で検討,改 正される。最近の大会議

は,1974年 にスイスのローザンヌで開催 され改正条約は,1976年(昭 和51年)

1月1日 から効力を生 じている。我が国は,加 入が義務的である万国郵便連

合憲章,万 国郵便連合一般規則及び万国郵便条約並びに,加 入が任意である

価格表記書状に関する約定及び小包郵便物に関す る約定等諸条約の当事国で

ある。

なお,我 が国は,ス イスのベルヌにある国際事務局に職員2名 を出向させ

ている。

(2)執 行理事会(CE)

執行理事会は,大 会議から大会議までの間の連合の事業の継続を確保する

ことを任務 とし,連 合の年次予算等の審査,承 認を行 うほか大会議から付託

された案件を研究 し,そ の結果を条約類の改正案等の形で次の大会議に提出

す る。理事国は,大 会議 ごとに選出され,年1回 連合の所在地で会合する。

1976年 の年次会合は,5月4目 から21日 まで開催 され,大 会議から付託さ

れた約60件 の研究課題に関する過去1年 間の研究結果を基に,次 期 大 会議

(1979年 ブラジルで開催予定)に 向けての研究作業の方向付けに修正を加え

るとともに,1976年 及び1977年 の連合の予算を審査,承 認 した。
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我が国は,財 政委員会の議長国として,こ の委員会の議事を主宰 した。

(3)郵 便研究諮問理事会(CCEP)

郵便研究諮問理事会は郵便に関す る技術上,業 務上,経 済上及び技術協力

上の問題につき研究を行い,意 見を表明することを任務とする常設機関であ

り,理 事国は大会議ごとに選出され,ま た,そ の活動期間は次期大会議開催

の年までの5年 間とされている。

1974年 のローザンヌ大会議の決議にもとつ く付託等により,1974年 から本

理事会が取 り扱 うこととな った研究課題は約60件 あ り,こ れらは い ず れ も

1979年の次期大会議前に報告書にまとめられることとなっている。

上記の研究課題の うち,我 が国は25の課題について作業部会に参加し,そ

のうちの3件 については研究を主宰 し,か つ,そ のとりまとめ,報 告の任に

あたる主査国となっている。

なお,本 理事会の1976年 の年次会合は1976年11月8日 から11月19日 までス

イスのベルヌで開催 された。

(4)ア ジア=オ セアニア郵便連合(AOPU)

アジア=オ セアニア郵便連合は,ア ジア及びオセアニアの地域内における

郵便業務の改善及び郵便上の協力関係の緊密化を図るためにUPU憲 章に基

づいて設立された限定郵便連合であり,現 在,域 内のUPU加 盟国中14か 国

が加盟している。

我が国は,1968年(昭 和43年)に 加盟 し,以 来,特 に技術協力の面で積極

的に貢献してお り,郵 便業務の面では,本 連合加盟国あて船便の書状及び葉

書の料金につき一般外国あての料金を40%引 き下げている。

この連合の最高機関は大会議であるが,第3回 大会議は,1975年11月 にオ

ース トラリアのメルボル ンで開催された。この際に締結された条約は,1977

年5月1日 から施行 されることになっている。

また,こ の連合の事業の継続を確保することを任務とする執行理事会は,

すべての加盟国で構成 され,原 則として1年 に1回 会合することとされてい

る。1976年 の年次会合は,11月1日 から4日 までタイのパタヤで開催され,



一334一 第2部 各 論

大会議か ら付託 された研究課題を検討 し,1977年 の連合の予算を審査,承 認

した。

3国 際電気通信連合(ITU)

(1)概 要

国際電気通信連合(加 盟国153)は,国 際連合の専門機関の一つで電気通

信の分野において広い国際的責任を有す る政府間国際機関である。

我が国は,1879年 に万国電信条約に加入して以来,引 き続いて累次の条約

の当事国とな り,電 気通信の分野における国際協力の実をあげてきており,

1959年 以降は,連 合の管理理事会の理事国及び国際周波数登録委員会の委員

の選出国として連合の活動に積極的に参加 している。 また,連 合の本部職員

として我が国から現在6名 が派遣されている。

(2)管 理理事会

管理理事会は,条 約,業 務規則,全 権委員会議の決定並びに連合の他の会

議及び会合の決定の実施を容易にす るための措置をとり,ま た,全 権委員会

議から付託された案件を処理す ることを任務としている。

第31回 会期管理理事会は,1976年6月14日 から7月2日 まで3週 間スイス

のジ ユネーブにおいて開催され,連 合の会議 ・会合の計画,1977年 度予算,

人事関係,技 術協力関係等について検討を行った。

(3)12GHz帯 における放送衛星業務の計画に関する世界無線通信主管庁

会議

(1)会 議の概要

上記会議は,1977年1月10日 から2月13日 までの間,ジ ュネーブにおいて

開催された。この会議では,第1地 域(ヨ ーロッパ.ア フリカ並びにモンゴ

ル及びソ連領のシベ リア)及 び第3地 域(ア ジア,大 洋州)に おける放送衛

星業務の周波数割当計画の作成及びこれに伴 う関係規定並びに第2地 域(南

北アメリカ)の 放送衛星業務の実施のための指針の制定等を行った。

会議には,国 際電気通信連合(ITU)の 連合員(加 盟国)114か 国及び関
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係国際機関の各代表並びにITU事 務局職員を加えて約700名 が出席 した。

会議の諸決定は最終文書に収録されているが,こ の最終文書には106か 国

が署名 した。

なお,上 記の周波数割当計画及び関係規定は,1979年1月1日 グリニッジ

標準時0001か ら実施され,こ の実施期日から少なくとも15年 間12GHz帯 に

おける放送衛星業務及び関係業務の要求を満たす ものと見込まれている。

② 会議の成果

会議において決定 された主な事項は次のとお りである。

① 周波数割当計画

第1及 び第3地 域については,周 波数割当計画が作成された。

作成に当たっては,個 別受信を前提に,各 国の要求を最大限に満たすこと

を基本と した。 チャンネル間隔を19.18MHzと して第1地 域(11,7～12.5

GHz)は40チ ャンネル,第3地 域(11.7～12.2GHz)は24チ ャンネルを設定

し,衛 星相互の軌道間隔を原則として6度 として,第1及 び第3地 域全体で

延べ984チ ャンネルが割 り当てられた。我が国は 日本全域をカバーするのに

最適とされる赤道上の東経110度 の位置に8波 の割当てを受けた。

第2地 域については,1982年 までに地域主管庁会議を開催して放送衛星業

務と固定衛星業務の周波数割当計画を作成することとし,そ れまでは第1及

び第3地 域の放送衛星業務の技術基準を指針とするとともに,現 行の調整手

続(1971年 の宇宙通信に関する世界無線通信主管庁会議決議第3)の 規定を

継続適用することとされた。

② 放送衛星業務の技術基準等

放送衛星業務の周波数割当計画を作成するための技術基準等を設定するに

当たって,① 貴重な資源である周波数及び軌道の有効利用に資するものであ

ること,② 衛星を使用するものであっても一般公衆を対象とする放送である

から,簡 易に直接受信ができるようなものにすること,③ 周波数帯が他の業

務と共用になっているので,他 の業務と共存できるようなものでなけれぽな

らないことなどが考慮された。
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ア 技術基準の主なものは次のとお りである。

(力 変調方式:一 つの映像信号と一つの音声信号で搬送波を周 波 数 変 調

(FM)す るもの

(イ)偏 波面:円 偏波

㈲CN比(搬 送波電力と雑音電力の比):14dB

㊥ 混信保護比:同 一チャンネル31dB,隣 接チャンネル15dB

㈲ 受信機のG/T(受 信機の性能指数受信アンテナ利得対受信機の雑音温

度):個 別受信6dB/K,共 同受信14dB/K

㈲ 必要周波数帯幅:625本 方式27MHz,525本 方式(第3地 域)27MHz,

525本 方式(第2地 域)18～23MHz

㈲ 軌道保持精度:±0.1度(東 西方向,南 北方向とも)

イ 他の業務との周波数共用の基準

(力 他の業務との混信保護は,第2-8-1表 の基準による。

第2-8-1表 周波数共用の基準

希望業務

BSS

FSS

FSS

FSS

FSS

FS

BS

希望信号

TV/FM

FDM/FM

TV/FM

4φ一PSK

FDM/FM

FDM/FM

TV/VSB

妨害業務

BSS,FSS,

FS,BS

BSS

BSS,FSS

BSS,FSS

FSS

BSS

BSS

妨害信号

TV/FM

TV/FM

TV/FM

TV/FM

FDM/FM

TV/FM

TV/FM

保 護 基 準

総合妨害 単一妨害

C/1=30dB

N=500ピ コ

ワ ッ ト(PW)

C/1=32dB

C/1=30dB

N=1000PW

N=1000PW

C/1=50dB

C/1=35dB

N=300PW

C/1=37dB

C/1=35dB

N=400PW

一125dBW/

㎡/4KHz

BSS:放 送衛星業務



FSS:固 定衛星業務

BS:放 送業務(地 上)

FS:固 定業務

FDM:周 波数分割多重

4φ一PSK:4位 相変調

VSB:残 留側波帯振幅変調
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C/1二希望信号の搬送波電力と妨害信号の電力の比

N:雑 音電力

dBW/m2/4KHz:4KHzで の1平 方米当た りのデシベル ・ワット

④ 放送衛星業務と他の業務 との周波数共用を容易にするためにエネルギ

ー拡散を採用することになった(拡 散度22dB) 。

㈲ その他,放 送衛星業務と地上業務及び固定衛星業務との間における周

波数共用のための基準として電力束密度の制限値等が定められた。

③ 管理規定等

第1及 び第3地 域の12GHz帯 における放送衛星業務の 周波数割当計画が

作成されたことに伴い,そ の計画の安定性を確保するとともに他の業務との

両立性を確保するため,計 画に含まれる周波数割当ての技術特性の変更及び

計画にない新たな周波数割当ての設定をしようとするとき又は計画に含まれ

る放送衛星業務の局に影響を与える地上業務若 しくは固定衛星業務の局を新

設しようとするときは,関 係主管庁の間で合意又は調整を要する こ と と さ

れ,そ のための手続規定が定められた。

④ 決議及び勧告

最終文書に含まれている周波数割当計画及び関係規定を1979年 の無線通信

規則及び追加無線通信規則の全般的改正のための世界無線通信主管庁会議に

おいて,無 線通信規則の附録とするための決議等並びにCCIR及 び各主管庁

に対する同主管庁会議のための準備等に関する勧告が行われた。

(4)国 際無線通信諮問委員会(CCIR)

CCIRは,無 線通信に関する技術及び運用上の諸問題に関 して研究 し,勧
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告を行 うことを任務としている。

51年度においては,5月3日 から6月4日 までジュネーブにおいてCCIR

研究委員会中間会議(Bブ ロック)が 開催 された。中間会議のAブ ロックは

51年2月 ～3月 にすでに開催されている。

Bブ βックの会合において開催された研究委員会は,第 一(周 波数の有効

利用及び電波監視),第 四(通 信衛星),第 九(無 線中継),第 十(音 声放送),

第十一(テ レビジョン放送),CMTT(テ レビジ ョン及び音声 プログラムの長

距離伝送)の 各委員会であり,こ のほか,中 間作業班(IWP),PLEN-2

(放送衛星システムの技術的 ・経済的可能性)及 び合同作業部会(12GHz帯

の放送衛星業務の計画に関する世界無線通信主管庁会議の準備)の 各会合も

あわせて行われた。

これらの委員会及び作業部会等には,主 管庁40か 国,認 められた私企業34

団体,学 術工業団体15団体,国 際機関5機 関,国 際連合の専門機関1機 関等

が参加 し,参 加者総数は約600名 であった。

会議に対する各国からの寄与文書は680件(う ち日本からは合計44件)で

あり,こ れらの寄与文書を基に,458件 の勧告案及び報告案の文書が作成さ

れた。

審議結果のうち,主 要事項は次のとお りである。

(1)放 送衛星システムの技術的 ・経済的可能性

② 高精細度テ レビジョン及び静止画像の放送等の新 しい放送方式

(3)国 際接続用テ レビジョン回線の伝送規格

(4}電 波技術の発展に対応できる発射の表示法

㈲ 衛星通信回線の雑音規格,誤 り率規格及び他の衛星 システムからの許

容干渉量

㈲ 対地静止衛星の位置保持

(7}無 線中継におけ るディジタル方式の標準擬似回線

さらに,12GHz帯 の放送衛星業務の計画に関す る世界無線通信主管庁会議

(WARC-BS)の 準備のための合同作業部会(JWP)に おいては,放 送衛
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星システムの技術特性,放 送衛星業務の計画に必要な技術基準,周 波数計画

法,放 送衛星業務と他の業務との周波数共用基準等に関 して包括的な技術報

告書が作成された。

また,先 に我が国から提案し採択 された新研究問題 「40GHz以 上の電磁波

スペ クトラムを利用 したシステム」に関しては,我 が国から提出したレーザ

技術の現状に関するデータを基に審議が行われ,新 しい報告案が採 択 され

た。この分野の研究は,周 波数有効利用の研究に新 しい分野を開くものとし

て各国とも高い関心をもって進めてお り,今 後の研究はますます活発になる

ものと予想 される。

なお,今 後の会合の予定としては,52年9月 から10月 までの問に放送,通

信衛星,無 線中継等に関する各研究委員会の最終会議が,ま た53年1月 から

2月 までの間に周波数の有効利用,移 動無線,電 離層伝搬,標 準周波数等に

関する各研究委員会の最終会議がジュネーブで開催され,さ らに53年6月 に

は第14回総会が前述の中間会議及び最終会議においてまとめられた報告案や

勧告案を審査 し承認するとともに,次 会期以降研究すべき課題 その審議計

画,審 議体制等を決定するため,京 都で開催 されることとなっている。

(5)国 際電信電話諮問委員会(CCITT)

CCITTは,電 信及び電話に関 ずる技術,運 用及び料金の問題について研

究し,勧 告を作成することを任務としている。

1976年度には,9月27日 から10月8日 までジュネーブにおいてCCITT第

6回 総会が開催 され,前 回の総会(1972年)で 定められた研究課題について

全研究委員会から最終報告が行われ,新 勧告の採択,次 回総会までの研究会

期(1977年 一1980年)に 関する必要な決定等を行った。

今次総会においては,特 に電報業務に関する新語数 計 算規 則,新 データ

網,電 子交換技術,フ ァクシ ミリ,デ ータ伝送等について,新 しい勧告が採

択されたが,我 が国は,ほ とんどすべての研究委員会の会合に参加するとと

もに多数の寄与文書を提出し,こ れらの勧告の作成に積極的に貢 献 して き

た。
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また,各 研究委員会の議長,副 議長の選出も行われたが,我 が国からは1

名の議長及び6名 の副議長が選ばれ,新 研究会期のCCITTの 研究活動の中

心的役割を果たすこととなった。

4国 際電気通信衛星機構(INTELSAT)

(1)概 要

イγテルサ ットは,通 信衛星を利用 して国際通信を行 うための組 織 で あ

り,1964年8月,暫 定的制度として発足 した。その後,数 次にわたる国際会

議を経て,1972年2月 「国際電気通信衛星機構(INTELSAT)に 関す る協定」

及び 「国際電気通信衛星機構に関する運用協定」が発効 し,恒 久的制度が成

立 した。

両協定のうち,前 者はインテルサ ットに参加する政府が署名する政府間協

定であって,機 構の組織構成等の基本的事項を規定 し,後 者は,政 府が指定

する電気通信事業体が署名し,機 構の財政的,運 用的側面に関する事項を定

めている。

我が国は,暫 定的制度発足時からインテルサ ットに参加 してお り,イ ンテ

ルサットに出資 し,そ の運営に参画する電気通信事業体 として,国 際電電を

指定 している。

なお,イ ンテルサ ットのメンバは,1977年3月31日 現在95で ある。

(2)イ ンテルサ ットの組織構成

インテルサ ットの組織は,政 府間協定の全締約国で構成する締約国総会,

運用協定の全署名当事者で構成する署名当事者総会,出 資率の大きさ又は地

域的配分により選定 される署名当事者の代表で構成する理事会及び理事会に

属 し管理業務を遂行する事務局の4者 構成 となっている。

(3)締 約国総会

締約国総会は,主 権国としての締約国に主として関係のあるも の を審 議

し,イ ンテルサ ットの一般方針及び長期目標を審議することなどを任務とし

ている。第2回 締約国総会は,1976年9月27日 から30日 まで,ケ ニアのナイ
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ロビで開催され,次 の諸決定が行われた。

ア.中 国代表権問題

「国際機関における中国の代表権に関する国際連合総会決議第2758(XX

VI)の 履行」について,パ キスタン,ア ルジェリア等の9か 国共同提案の

決議案が配布 され,「 中華人民共和国政府をインテルサ ットにおいて中国を

代表する権能を有する中国の唯一の合法政府と認めることを決定 し,中 華人

民共和国政府がインテルサットに参加することを歓迎することを更に決定す

る。」旨の決議を採択 した。

イ.仲 裁裁判所の構成員の選出

インテルサ ットに関する紛争を処理する仲裁裁判所の裁判長団構成員の選

挙が行われ,我 が国の1名 を含め,11名 が選出された。

ウ.締 約国等の衛星打上げに関す るインテルサ ットとの協議

① 米国マリサ ット衛星システム

理事会から締約国総会に対 し,大 西洋及び太平洋地域についてこのシス

テムは,

(カ1981年 まではインテルサ ットに技術的に有害な干渉及び経済的損失を

与えない。

(イ)システムを1981年 を超えて延長する場合及びその範囲を拡大する場合

は,改 めて協議の対象とする。

また,イ ンド洋地域への拡大については,

⑦1981年 まではインテルサ ットに技術的に有害な干渉及び経済的損失を

与えない。

(イ)イ ンテルサット宇宙部分による全参加者間の直通 リンクの設定を侵害

しない。

㈲ システムを1981年 を超えて延長す る場合及びその範囲を拡大する場合

は,改 めて協議の対象とする。

との助言を行い,総 会はこれを承認した。

② 日本の静止気象衛星システム(GMS)
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理事会は,こ のシステムがイ ンテルサ ットに対 し有害な干渉がない旨の

助言を行い,総 会はこれを承認 した。

エ.イ ンテルサ ットの恒久的な管理措置

締約国総会は,恒 久的管理措置に関する理事会の報告及び署名当事者総会

の見解を1978年2月12日 前に審議 して事務局の構成を決定す ることとされて

いる。

理事会としては,事 務局の任務を事務局遂行と外注 とに割 り振 るため,事

務局長及び3人 の事務局長代理(財 務担当,総 務担当,運 用 ・開発担当)と

す る構成が最 も能率的であり,ま た,法 務,事 業計画,国 際関係,広 報,内

部調整等の特定の任務については,事 務局長に直属する職員に割 り当てるこ

ととす る旨の報告が行われ,総 会は全会一致でこれを承認 した。

オ.事 務局長の任命の確認

第22回 理事会において,事 務局長に任命されたS・ アス トレイ ン氏(チ リ)

は,1973年9月 から暫定事務局長をつとめてお リインテルサ ヅト協定第11条

が事務局長の任命に際して要求する 「最高水準の誠実性,能 力及び能率」を

確保するのに最もふ さお しい人物 として,総 会は同氏の任命を全会一致で確

認 した。

なお,同 氏は1976年12月31日 に事務局長に就任 した。

カ.米 国政府との本部協定に関する理事会の報告

インテルサ ット協定第15条 の規定に基づき,イ ンテルサ ット及びインテル

サットの職員,締 約国 ・署名当事者の代表等に対する特権及び免 除 につ い

て,イ ンテルサ ットと米国政府 との間で本部協定を締結す ることとなってい

るが,理 事会が米国政府 と交渉の結果作成 した本部協定案が今次総会に提出

された。

総会は,理 事会からの報告を聴取 した上,理 事会の勧告 どお り全文18箇 条

から成 る本部協定案を採択 した。

キ.他 の国際機関との関係についての理事会の報告

インテルサットと政府間海事協議機関(IMCO)と の公式関係の樹立に関
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する協定案を理事会の勧告 どお り採択 した。

国際電気通信連合(ITU)と の公式関係を樹立するための協定案について,

理事会はITUと 交渉を開始するよう要請 したこと及び国際民間航 空 機 関

(ICAO)と の公式関係の樹立については,イ ンテルサ ットは現在のところ航

空分野では活動 していないので,取 り組んでいない旨の報告があった。

ク.イ ンテルサ ットの一般方針の実施並びにインテルサ ットの活動及び長

期計画に関する署名当事者総会及び理事会の報告

標準B地 球局の動作特性の採択及び7個 のV号 衛星調達契約の締結を含む

署名当事者総会及び理事会の報告が行われた。

(4)署 名当事者総会

署名当事者総会は,理 事会から提出されるインテルサットの活動に関する

年次報告,将 来計画に関する報告等を審議 し,署 名当事者又は署名当事者の

集団に対し理事会において代表される資格を与える最小出資率を決定す るこ

となどを任務としている。第4回 署名当事者総会は,1976年4月6日 から9

日まで,シ ンガポールで開催され,理 事会の諸報告を審議するとともに,前

述の最小出資率を1.25%と することを決定 した。

また,第5回 署名当事者総会が,1976年9月23日 及び24日 の2日 間ケニア

のナイロビで臨時会期として開催され,理 事会から締約国総会へ提出される

恒久的管理措置に関する報告について審議 し,こ れを全面的に支持するとと

もに,事 務局の構成に関する理事会の勧告を採択すべきであるとの見解を締

約国総会に表明することとした。

(5)理 事 会

理事会は,イ ンテルサ ットの宇宙部分の企画,開 発,建 設,設 定,運 用及

び維持について責任を有 してお り,イ ンテルサット運営の中心的 機 関 で あ

る。理事会のメンパは,1977年3月31日 現在,出 資率の大きさによって選出

される理事21,地 域 グループの代表である理事4の 計25で ある。これらの理

事が代表す る国は全部で78か 国であり,そ の内訳は第2-8-2表 のとお りで

ある。
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第2-8-2表

論

イ ンテ ルサ ッ トに対 す る理 事 の 出資 率

(1977.3.1現 在)

理 事 出資率 理 事 1出資率

米 国

英 国/ア イ ル ラ ン ド

フ ラ ン ス/モ ナ コ

ア ラ ブ グ ル ー プ

プ ラ ジ ル/ポ ル ト ガ ル

日 本

西 ド イ ツ

イ タ リ ア/ヴ ァ チ カ ン

ア ジ ア 太 平 洋 グ ル ー プ

ギ リ シ ャ/オ ー ス トリア/ス

イ ス/リ ヒテ ン シ ュタ イ ン

ス ペ イ ン

カ ナ ダ

オ ー ス ト ラ リ ア

イ ラ ン/韓 国/パ キ ス タ ン/

トル コ

5

9

2
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5
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3

5
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東 南 ア ジ ア グ ル ー プ

コ ロ ン ビア/エ ク ア ドル/ペ

ノレー

ア ル ゼ ン テ ィ ン

北 欧 グ ル ー プ(地 域 代表)

イ ス ラ エ ル

ア フ リ カ グ ル ー プ エ[

(地 域 代 表)

メ キ シ コ

ア フ リ カ グ ル ー プ1

(地 域 代 表)
カ リ ブ 海 グ ル ー プ

(地 域 代 表)
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なお,1976年12月31日 現 在のイ ンテルサ ッ トに対す る各国の署名当事者の

持 分の合計は3億7,802万 米 ドルであ る。

理事会は,ほ ぼ2か 月に1度 開催 され,1976年 度 においては,第21回 か ら

第27回 ま で7回 開催 された。 このほか理 事会には,技 術,計 画及び財政 の各

諮問委員会があ り,理 事会の活動 を補佐 している。

(6)イ ン テルサ ッ トの衛星システム

1977年3月31日 現 在,電 話換算約6千 回線 の容量 を持つIV-A号 系 衛星及

び電話換算約4千 回線の容量 を持つIV号 系衛星が運用 に供せ られ ている。

W-A号 系 衛星 は,ト ランスポ ンダ数 の増加,ス ポ ッ ト・ビームに よる周

波数 の再 使用 等 といった改 良をIV号 系衛星に加えた ものであ り,1975年9月

25日 のIV-A(F-1)の 打 上げの後,1976年1月29日IV-A(F-2)が
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打 ち上げ られ,両 衛星 とも大 西洋地域 において良好に運用 されている。

大西洋,太 平洋及びイ ン ド洋上 の各衛星 の使用状況は,第2-8-3表 の と

お りである。 このほか に,イ ンテルサ ッ トは9か 国の署名当事者 に対 し,10

件 の トラ ンスポ ンダ ・リースを行っている。

第2-8-3表 インテルサット衛星の使用状況

(1977.3.31現 在)

区 別 大 西 洋 太 平 洋 インド洋 計

衛 星 位 置

衛星打上げ年月日

接続する地球局数

使 用 ユ ニ ッ ト数(
トラ ンス ポ ンダ ・

リース を除 く)

IV-A(F-1)

1975.9.26

47

7,633.5

(1)

IV-A(F-2)

1976.1.29

23

3,423.5

(4)

IV(F-8)

1974.11.21

2
1
2
(

1,998
(409)

r▽(F-1)

1975。5.22

04
1(

4,043

(280)

2
)
3
2
1
(

L7,098
(694)

(注)Lユ ー ットとは,2つ の標準地球局間に4KHz相 当の電話双方向回線を設

定するために必要な衛星の電力と帯域であって,2単 位をもって1双 方向

回線が設定される。

2.()内 は,国 際電電の再掲である。

5国 際海事衛星機構(INMARSAT)

(1)経 緯

IMCOは,5回 にわたる海事衛星専門家パネルを開催して検討 を 進 め,

1974年には,海 事衛星 システムの運営組織設立に関する協定案,運 用要件,

技術基準等について報告書をまとめた。

この報告を受けて,1975年4月23日 から5月9日 まで及び1976年2月9日

から同28日 までの2回 にわた り,英 国の ロンドンにおいて国際海事衛星シス

テムの設立に関する政府間会議が開催された。これらの会議における審議の

結果,国 際海事衛星機構(INMARSAT)に 関する条約案及び同運用協定案



一346一 第2部 各 論

について,少 数の条文を除き合意が成立した。

(2)国 際海事衛星システムの設立に関する第3回 政府間会議

第3回 政府間会議は,1976年9月1日 から同3日 まで,英 国の ロンドンに

おいて開催された。この会議には,我 が国を含め47か 国が参加 し,第2回 政

府間会議において未解決であった問題を審議 した後,国 際海事衛星機構(イ

ンマルサ ット)に 関する条約及び同運用協定並びに附属書は全会一致で採択

され,本 会議は,最 終文書を作成 し,9月3日 午後3時,出 席47か 国の代表

がこれに署名 し,す べての議事を終了した。

引き続いて,国 際海事衛星機構(イ ンマルサット)に 関す る条約及び同運

用協定が署名のために開放 され,直 ちに12か 国が条約に署名 し,4か 国が運

用協定に署名した。なお,1977年3月31日 現在,15か 国(我 が国を含む)が

条約に署名 し,6か 国が運用協定に署名 している。

(3)イ ンマルサッ ト準備委員会

インマルサッ トの発足に備え,諸 準備を行 うため,政 府間会議の決議によ

り準備委員会を設立することとなった。

1977年1月10日 から同14日 まで,英 国のロンドンにおいて第1回 準備委員

会が開催され,17か 国(そ の他にオブザーバー3か 国)が 参加した。

今次会合においては,準 備委員会の手続規則及び財政規則を 採択 した ほ

か,技 術,経 済及び組織の三つのパネルの設置,そ れぞれのパネルの付託事

項,1977年 予算,今 後のスケジュール等を決定 した。

6そ の他の国際機関

(1)国 際連合アジア太平洋経済社会委員会(ESCAP)

この委員会は,国 連経済社会理事会(ECOSOC)の 監督下にある地域経済

委員会の一つで(1974年9月 国際連合アジア極東経済委員会(ECAFE)か

ら名称を変更),地 域内各国の経済,社 会開発のための協力をは じめ,こ れに

関する調査,研 究,情 報収集等を行っている。現在の加盟国は,域 内国28,

域外国5,準 加盟国8の 計41か 国で,我 が国は1954年 以来域内の加盟国とし
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て参加している。ESCAPに おける通信分野の討議は,常 設委員会の一つと

して運輸通信委員会があるが,こ こで域内の電気通信又は郵便の開発に関す

る技術及び経済関係の諸問題を討議 し,そ の実施状況を検討するなどの諸活

動を行っている。

通信分野における最 も大 きなプβジェクトは,「 アジア ・太平洋電気通信

共同体」の設立と域内の14か 国を対象とする 「アジア電気通信網」計画の実

現である。アジア電気通信網計画については,1978年 の実現を目途に,現在,

計画実現のための技術的,経 済的諸問題に関 して,ESCAP事 務局と関係各

国との間の調整会議が数次にわたって開催されてお り,こ れらの活動を強化

するため我が国か らも専門家をESCAP事 務局へ派遣 して協力している。

また,ア ジア ・太平洋電気通信共同体は,地 域内の電気通信の開発と地域

電気通信網の完成を推進することを目的 として地域内諸国によりその設立が

かねてより検討されていたものであるが,数 次にわたる同共同体設立憲章起

草のための会合を経て1976年3月27日 第32回 総会において 「アジア ・太平洋

電気通信共同体憲章」が採択 された。同憲章は,同 年4月1日 以降ESCAP

の域内加盟国及び準加盟国に対 し署名のため開放されてお り,7か 国(本 部

の所在地であるタイを含む。)以上の加盟を 条件として創立会合を 開催す る

こととしている。我が国は,ESCAP地 域での電気通信分野における最大の

先進国として,ま た,本 地域における国際的連帯に果たすべき責務にかんが

み,こ れまでの諸会合においても積極的な役割を果たしてきたと こ ろ で あ

り,同 共同体に速やかに参加すべ く,1977年3月22日,同 憲章に署名し,現

在,批 准のため国会による承認手続方取 り運び中である。

なお,現 時点において,署 名を行っている国はアフガニスタン,バ ングラ

デシュ,ビ ルマ,中 国,イ ンド,イ ラン,日 本,ナ ウル,ネ パール,パ キス

タン,パ プア ・ニューギニア,フ ィリピン及びタイの13か 国であり,こ のう

ち,バ ングラデシュ,ビルマ,イ ンド及びナウルの4か 国が批准を了 している。

(2)国 際連合宇宙空間平和利用委員会

宇宙空間の平和利用に関する法律問題,科 学技術面の国際協力 等 を 検 討
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し,国 連総会にこれを報告することを任務としている国際連合宇宙空間平和

利用委員会においては,下 部機関として法律小委員会及び科学技術小委員会

が設けられ,こ れらの問題について,そ れぞれ専門的に検討が行 わ れ て い

る。

宇宙に関する法律面の審議を任務とする法律小委員会は,今 年度は第十五

会期会合が開催され,「 月条約案」,「衛星による直接テレビジョン放送を規

律する原則案」,「衛星による地球の遠隔探査(リ モー トセンシング)の 法的

側面」及び 「宇宙の定義」について検討を行った。このうち 「衛星による直

接テレビジ コン放送を規律する原則案」については前会期作成 された14項 目

の案文に基づいて審議が行われ,2項 目を削除,9項 目については一応の合

意が成立 し,残 された項 目は外国向け衛星放送を行う場合,受 信国へどのよ

うな配慮が必要かを扱 う 「同意及び参加」等3項 目となった。

宇宙に関する科学技術面での国際協力等の審議を任務 とす る科学技術小委

員会は第十四会期会合が開催 され,リ モー トセンシング,国連宇宙応用計画,

国連宇宙会議の開催等について審議された。

(3)国 際連合教育科学文化機関(UNESCO)

ユネスコは国際連合の専門機関の一つであ り,教 育,科 学,文 化及びコミ

ュニケーションの各分野にわたって多様な活動を行っている。

特に放送に関 しては,ユ ネスコは早くから放送の利用の側面に着目し,開

発途上国における教育放送の役割など様々な内容について,セ ミナ,ワ ーク

ショップの開催,研 究の推進等を行ってきたが,近 年では,放 送において衛

星の果たす役割にも関心を深め,1972年 の第十七回総会では 「情報の自由交

流,教 育の普及及び文化的交換の増大のための衛星放送の利用に関する指導

原則宣言」を採択 し,1974年 には,世 界知的所有権機関(WIPO)と 共同し

て,外 交会議を開催 し,「 衛星により送信される番組伝送信号の伝達に関す

る条約」を採択 している。

1976年 度中の放送に関連する活動としては,第19回 ユネスコ総 会 が 開か

れ,「 教育的,科 学的及び文化的資材の輸入に関する協定の議定書」,「ラジ



第8章 国際機関及び国際協カ ー349一

オ及びテレビジ ョンに関する統計の国際標準化に関す る勧告」,「翻訳者及び

翻訳物の法的保護並びに翻訳者の地位を改善するための実際的手段に関する

勧告」等を採択 したことが挙げられる。

(4)政 府間海事協議機関(IMCO)

近来,船 舶の大型化,高 速化,航 行の増加,自 動化等に伴い,海 上移動通

信においては,混 雑の緩和,質 及び速度の改善,遭 難及び安全通信の改善,

無線通信士の訓練及び資格についての世界的統一化等の問題について解決す

る必要性に迫 られている。海上を航行する船舶の安全のための国際協力を図

ることを目的 としているIMCOに おいては,常 設機関である海上安全委員

会に無線通信小委員会,訓 練当直基準小委員会等10の小委員会及び1の 専門

家グループを設けて,こ れらの問題について検討がなされてきた。51年 度に

おいては次のような諸活動が行なわれた。

ア.無 線通信小委員会

海上における無線通信の全般的な問題を検討す ることを任務とする無線通

信小委員会は,第 十六及び第十七会期が開催され,主 として海上遭難通信制

度(海 上遭難通信制度の発展に関する政策文書の見直 し等),非 常用位置指示

無線標識(EPIRB)の 運用基準,船 舶向け航行警報の伝達に関する国際的調

整,救 命艇用無線設備の運用要件,船 舶用無線設備の運用基準等について検

討が行われた。

特に,第 十六会期においては,船 員の訓練及び資格に関する条約を1978年

に締結することを予定 して,こ の条約の無線通信士の訓練及び資格に関する

条項の草案の審議を行った。

イ.訓 練当直基準小委員会

船員の訓練及び資格に関する基準を確立することを任務とする訓練当直基

準小委員会は,第 九会期が開催され,船 員の訓練及び資格について検討が行

おれた。特に今会期においては,第 十六回無線通信小委員会において合意さ

れた無線通信士の要件に関す る基本的事項以外の無線通信士の訓練に関する

勧告及び聴守,運 用,保 守等について審議が行われた。
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(5)国 際民間航空機関(ICAO)

現在,航 空の分野では,通 信にあるいは,航 行援助に各種の電波が駆使さ

れている。

この分野における電気通信の国際的課題は,電 子技術を十分に活用 して通

信の自動化を図ること,VOR,ILS等 の航行援助施設の性能を向上させる

こと,宇 宙通信技術を導入することなどである。

国際民間航空が安全かつ整然と発達するように国際協力を図ることを目的

とするICAOに おいては,常 設の機関である航空委員会が設けられている

ほか,必 要に応 じて航空会議,地 域航空会議等が開催され,こ れらの問題に

ついて専門的に検討している。

51年9月 には,通 信部会が開催され,1978年2月 に開催されるITUの 「航

空移動(R)業 務に関す る世界無線通信主管庁会議」に対処するため,航 空移

動(R)業 務にSSB方 式を導入するに当たっての技術基準の作成,現 行の航

空路区域及び周波数区域分配計画の見直 し,国 際民間航空輸送機関の要求に

よる長距離運航管理通信用の周波数を分配す ること等について検 討 を 行 っ

た。

(6)国 際無線障害特別委員会(CISPR)

国際無線障害特別委員会は,電 気に関する規格の国際的な統一とこのため

の協調を促進することを目的 とす る国際電気標準会議(IEC)の 特別委員会

として設立されたものである。

目的は,各 種電気機器の無線妨害に関する諸規格(許 容限度,測 定器,測

定法)を 国際的に統一して国際貿易を促進するとともに,放 送業務を含む一

般無線通信業務を各種電気機器による電波雑音から保護するための国際協力

を推進することにある。

また,CISPRの 構成員にはCCIRが 含まれてお り,各 種電気通信業務に

対する妨害の研究等の相互協力が行われ諸会合にオブザーパを交換するなど

緊密な連係が保たれている。

CISPRに は,総 会,運 営委員会,6つ の小委員会(妨 害波測定器,エ 業 ・
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科学及び医事用機器からの妨害,電 力線 ・電気鉄道からの妨害,受 信機の妨

害特性,各 種電気機器等からの妨害)及 び各小委員会に所属する作業班並び

に運営委員会に所属する作業班が設置されている。1976年5月 には各小委員

会及び作業班がフランスのニースで開催され26か 国から126名 が参加 し,我

が国からは代表6名 が参加 して諸規格の検討等について会議の活動に寄与 し

た。

国内では,郵 政省の附属機関である電波技術審議会において,CISPRに

関する文書及び国際規格に対する意見等を審議している。

本年度は221件 の文書について審議を行い,「 もれ電流の許容値及び電波障

害防止用コンデンサの容量の限度値」ほか2件 について,文 書による回答,

意見を提出した。また,作 業班に対 しても6件 の寄与文書を提出 した。

(7)経 済協力開発機構(OECD)

経済協力開発機構は1961年 に設立され,我 が国は1964年 に加盟した。1977

年3月 現在加盟国は24か 国である。本機関は経済成長,発 展途上国援助,貿

易の拡大を目的とし,経 済,社 会の広範な分野において,加 盟国間の政策の

調整,情 報及び経験の交換,資 料作成,共 同研究等の協力を行っている。

科学技術の問題については,科 学技術政策委員会(CSTP)が 設けられて

お り,更 に各分野ごとに幾つかの専門家グループが設けられている。電気通

信に関連する専門家グループとしては,従 来,電 子計算機に関 して電子計算

機利用 グループ(CUG)と 情報に関する基本政策に関 して情報政策グループ

(IPG)と が設けられてお り,定 期会合のほか,諸 パネル,セ ミナーが開か

れ,デ ータバ ンク.都 市管理と情報技術,各 国の情報政策の比較,地 方政府

と情報技術等の問題について各国の実態調査,報 告書の作成等活発な活動が

行われたが,「 情報 ・電子計算機 ・通信」に関する問題を効率的,総 合的に

検討するため,CUGとIPGを 合併して新たに情報 ・電算機 ・通信政策グル

ープ(ICCP)を 発足させることがCSTP第16回 会合(1977年2月)で 決定

され,ICCP第1回 会合が1977年3月 パ リ本部で開催された。

ICCPで は,今 後の事業活動として情報活動の経済分析,国 際間における
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デ ータ流通 とプ ライバ シーの保護等の問題を取 りあげて行 く予 定で ある。

第2節 国 際 協 力

1通 信 ・放送分野における国際筋力

ここでい う国際協力は,開 発途上国に対する技術協力と資金協力からなる

経済協力を意味する。

国際協力は,基 本的には先進国が世界各国との共存共栄の原則に基づいて

国際共同体の一員としての責任を果たすことであり,そ の理念は,究 極的に

人類共同体から貧困を追放するため各国が協力し合い,世 界平和を確立する

ことである。国連はこの理念に基づいて1970年 代を「第2次 国連開発の10年 」

として,先 進国が開発途上国に対す る援助の質的,量 的向上に努力す るよう

決議している。我が国は,1970年 のOECD閣 僚会議の決議に従って開発途

上国に対する経済協力全体を国民総生産(GNP)の1%ま でに,ま た,第3

回国連貿易開発会議(UNCTAD)の 決議に従い,こ のうち政府の財政資金を

使って行 う政府開発援助(ODA)をGNPの0.7%ま で引き上げるよう最善

の努力を払 う旨表明している(但 し,達 成期限については留保 している。)。

しか し,我 が国の経済協力の実績は,経 済協力の中核を占めるODAに つ

き,そ の対GNP比 率をみると,こ の数年は48年 の0.25%を ピークとして,

49年が0.25%,50年 で0.23%と 停滞を続けたあと,51年 には0.20%に 低下 し

た。

一方 ,開 発途上諸国は,近 年,そ の経済構造,経 済発展段階,資 源の保有

状況等から,富 裕な産油国,そ の他の一次産品生産国,工 業製品輸出国,後

発開発途上国(LLDC,開 発が著 しく遅れている国)又 は,MSAC(石 油危

機等により最も深刻な打撃を受けた諸国)等 への分化が進展 し,こ れに伴っ

て国際協力の態様も多様化,複 雑化 してきているが,国 内資源が乏 しく,先

進国のなかでも開発途上国に依存する度合いが特に大きい我が国にとって,

国際協力の推進は国民的な課題 として,そ の重要性,必 要性を一層増 しつつ
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ある。

通信 ・放送は,経 済 ・社会の基盤になる施設として不可欠なものであり,

その整備状況がその国の経済 ・社会 ・文化の発展に与える影響ははか り知れ

ないものがある。開発途上国では,近 年,通 信 ・放送の重要性に対する認識

が高ま り,通 信 ・放送網を整備,拡 充するためのプロジェクトが各国で積極

的に推進されているが,通 信 ・放送の分野は高度に技術性が強 く,多 額の設

備資金を必要 とす るため,開 発途上国が自力で開発を行 うことは難 しい状況

にあ り,先 進国か らの技術協力あるいは資金協力が強 く望まれている。

このような背景の中で,優 れた技術力と経済力を有する我が国に対 して開

発途上国は大 きな期待を寄せてお り,通 信 一放送分野における国際協力は今

後ますます増大するものと考えられる。

2国 際協力の実績

(1)概 況

国際協力を大別すると,研 修員の受入れ,専 門家の派遣等を行 う技術協力

と開発プ目ジェクトに対 して資金を供与する資金協力の二つに分けられる。

また,援 助の主体からみると日本政府と相手国政府との2国 間の合意による

もの,す なわら2国 間ベースによるものと,国 際機関を通 じて行 うもの,す

なわち多国間ベースによるものとに分けられるが,こ の うち,通 信分野にお

ける多国間ベースにょるものは,ITU,UPU等 を通 じて行 う技術協力が主

体となっている。

51年度における通信 ・放送分野の国際協力活動は,前 年7月 大臣官房に国

際協力室が設置され,体 制が一元化されたことに伴い,よ り一層積極的に推

進された。

ア.技 術協力

技術協力の形態 としては,研 修員の受入れ,専 門家の派遣,開 発調査団の

派遣並びに海外技術協力センタの設置,運 営等があ り,政 府ベースの技術協

力は国際協力事業団を通 じて実施されている。



一354一 第2部 各 論

研修員の受入れは,開 発途上国の通信 ・放送関係技術者を受け入れて,我

が国の進んだ技術を習得 させるもので,こ れには海外からの個々の要請に応

ずる個別研修とあらか じめコースを設定 して受け入れる集団研修がある。通

信 ・放送分野では,51年 度に個別,集 団を合わせて325名 の研修員を受け入

れてお り,政 府全体の受入れの中でも極めて高い割合を占めている。

専門家の派遣は,開 発途上国へ通信 ・放送の専門家を派遣 して,現 地で技

術職員の訓練,通 信 ・放送施設の建設,保 守及び運用面の指導,開 発計画の

企画及び助言等を行 うもので,こ の数年来,通 信 ・放送 システムを全般的に

みる政策顧問的任務も増えている。51年 度においては108名 の専門家が派遣

されている。

開発調査は,開 発途上国の通信 ・放送関係の開発計画について,調 査団を

編成 し,現 地作業及び国内作業を行って,そ の計画の実現に協力するもので

あ り,こ れにはプロジェクト・ファインデ ィング調査,事 前調査,投 資前調

査,実 施設計等がある。51年 度において実施 した開発調査は12件 で,104名

の専門家がこれに参加してお り,前 年度に比べて大幅な伸びを示 している。

海外技術協力センタは,開 発途上国における通信 ・放送関係の技術者人材

の養成,技 術の研究開発等を行 うために現地に設置 されるものである。通信

分野においては,技 術者の養成を行 う訓練センタがタイ及びメキシコの両国

に,ま た,通 信技術の研究開発を行 う研究センタがパキスタン及びイランの

両国にそれぞれ設置されてお り,こ れらのセンタに対 して,51年 度に39名の

専門家を派遣 して,そ の運営に協力した。また,ジ ョルダンに新 しく電子工

学サービスセンタを設立するため,4名 の専門家からなる事前調査団を派遣

した。

イ.資 金協力

開発途上国に対する資金協力の主要な形態には,贈 与等の無償協力と円借

款等の有償協力とがある。

51年 度においては,ビ ルマ及びパキスタンの電気通信プ巨ジェクト並びに

アフガニスタンの放送プロジェクトに対 し贈与が,ま たバ ングラデシュ,イ
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ンド及び韓国の電気通信プロジェクトに対 し円借款供与が約束された。

(2)技 術 協 力

ア.研 修員の受入れ

ω 郵便関係

政府ベースによる郵政幹部セ ミナの開催と個別研修員の受入れは,38年 度

から実施してお り,50年 度までに124名 を受け入れている。51年 度には中近

東 ・アフリカ地域を対象とする郵政幹部セミナを開催 し,経 済,社 会及び文

化の発展に応 じた郵便業務の管理運営に関する諸問題とその解決策をテーマ

として討議研究を行ったが,こ のセ ミナには17か 国から17名が参加 した。政

府ベースによる個別研修員として1名 の受入れを行った。

AOPU職 員交換計画では,50年 度までに74名を受入れてお り,51年 度に

は,6名 の受入れを行った。

国連開発計画に基づ くUPUの 個別研修員は,50年 度までに8名 を受け入

れているが,51年 度には1名 の受入れを行った。

UPU特 別基金によるセミナの開催に伴 う受入れは,42年 度にアジアの10

か国から17名を受け入れたが,そ れ以後は実施されていない。

(イ)電気通信関係

電気通信分野における研修員の受入れは,29年 から始まった。

50年度までにコロンボ計画で780名,中 近東アフリカ計画で416名,中 南

米計画で432名,ITU等 の国連計画で116名,そ の他38名,計1,782名 を

受け入れている。

51年度においては,一 昨年度以降継続 しているアラブ諸国特別 コースを,

引き続 き実施 したほか,イ ラン国に対する特別 コースを設け実施し11名を受

け入れた。

電気通信関係の研修は,当 初個別研修で行っていたが,37年 度に国際テレ

ックス通信,短 波無線,電 話交換,国 際電信電話業務の四つの集団研修 コー

スを創設し,そ の後,集 団研修コースの拡大,強 化に努めた結果,51年 度ま

でに,上 記4コ ースのほかにマイクロウエーブ第一及び第二,搬 送電話,電
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話線路,衛 星通信第一及び第二,電 話網計画設計,電 気通信幹部 セ ミナー並

びに電気通信開発セ ミナの9コ ースを加えて計13コ ースとな り,現 在 では集

団研修中心の研修体制 とな ってい る。

51年 度に実施 した集団研 修 コースの内容,期 間,受 入れ入員等は次の とお

りであ る。

① 国際 テ レックス通信 コース 〔第15回 〕

国際 テ レックス通信に必要 なパ ラメ トロン,ト ランジスタ,集 積回路,

ARQ装 置,テ レックス交換設備等に関す る講義,実 習を行 い,知 識 と技

術を習得 させ ることを 目的 とす る約2か 月半の コースで,13か 国14名 が参

加 した。

② 短波無 線 コース 〔第15回 〕

国際固定 通信 用短 波送受信機,ア ンテナ機器 等の運用 と保 守に関す る知

識 と技術 を習得 させ るこ とを 目的 とす る約2か 月半 の コースで,9か 国10

名 が参加 した。

③ 電話交換 コース 〔第10回 〕

クロスパ交換機を中心 と して電子交換機を含む最新 の電話交換設備に係

る広範な知識を習得 させ ることを 目的 とす る約3か 月半 の コースで16か 国

18名 が 参加 した。

④ 国際電信 電話 業務 コース 〔第15回 〕

国際電報,国 際電話,テ レックス等 国際電気通信業務 全般 の運営及び管

理 に係 る知識 と技術 の紹介を 目的 とす る約3か 月の コースで10か 国11名 が

参加 した。

⑤ マイ クロウエ ーブコース(第 一 〔第13回 〕及び第二 〔第3回 〕)

マ イ クロウエ ーブ通信技術の導入,改 善,開 発に携わ る技術者を対象 と

し,我 が国のマイ クロウエ ーブ通信に係 る技術 と知識を習得 させ ることを

目的 とす る約3か 月半 の コースであるが,第 一 コ・一スは中南米諸国以外を

第ニ コースは中南米諸 国を対象 と している。51年 度の受入れは,第 一が18

か 国18名,第 二が16か 国18名 で あった。
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⑥ 搬送電話 コース 〔第12回 〕

搬送電話の設計,据 付け,保 守等に関する最新の技術と知識を習得 させ

ることを目的 とする約3か 月半のコースで,16か 国17名が参加 した。

⑦ 電話線路コース 〔第12回〕

最新の電話線路施設について,そ の理論,設 計,保 守に関する知識と技

術を習得させることを目的とする約3か 月半のコースで,16か 国19名 が参

加した。

⑧ 衛星通信 コース(第 一 〔第9回 〕及び第二 〔第5回 〕)

衛星通信に係る基礎的知識を付与することを主眼とし,衛 星通信機器の

操作及び保守技術を詳細にわた り習得 させることを目的 とす る約3か 月の

コースであるが,第 一 コースは,中 近東地域を対象とし,第 ニコースはそ

の他の地域を対象と して い る。51年 度の受入れ人員は,第 一が9か 国12

名,第 二が9か 国10名 であった。

⑨ 電話網計画設計 コース 〔第4回 〕

市外電話網の計画,設 計に必要な知識と技術を習得 させることを目的と

する約3か 月半のコースで,13か 国15名が参加した。

⑩ アジア電気通信開発セ ミナ 〔第8回 〕

アジア地域の開発途上各国の電気通信主管庁又は電気通信企業体の局長

級幹部を対象とし,我 が国の電気通信の現状紹介と併せて,各 国電気通信

運営上の諸問題を提出討論 し,各 国の電気通信の開発に寄与することを目

的とする2週 間のセ ミナで8か 国10名 が参加 した。

⑪ 電気通信幹部セ ミナ 〔第12回 〕

アジア地域以外の開発途上各国の電気通信主管庁又は電気通信企業体の

局長級幹部を対象とし,我 が国の電気通信の現状紹介と併せて,各 国の事

業運営上の諸問題を提出討論 し,各 国の電気通信の発展に寄与することを

目的 とす る2週 間のセ ミナであり,51年 度には,中南米諸国を対象として,

これらの国から7か 国8名 が参加 した。

⑫ イラン電話線路特設コース
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イラン国政府の要請に応 じて特設 した集団研修コースで,一 般的な電話

線路技術に関する知識のほか,特 に工事管理上の知識,技 術を習得させる

ことを目的 とし,約4か 月にわたって実施 し,11名 が参加 した。

51年度の研修員受入れは,全 体として コロンボ計画で90名,中 近東アフリ

カ計画で59名,中 南米計画で59名,国 連計画で6名,合 計214名(集 団191

名,個 別23名)と なっている。

㈲ 電波 ・放送関係

開発途上国の放送事業体における深刻なマンパ ワーの量的,質 的不足を補

うため,36年 項から相手国の個々の要請に応 じて研修員を受け入 れ て い た

が,38年 度以降,集 団研修 コースを設け開発途上国に対 し積極的に研修の場

を用意することに した。その結果,51年 度末現在,7コ ースが設けられてい

る。

51年度末までにこれら集団研修に より計600名 を受け入れた。これらのほ

か,集 団研修 コースに含まれない部門(海 上無線及び放送 システム)に つい

ては,個 別研修を行ってお り,51年 度までに計144名 を受け入れた。

51年度に実施した集団研修及び個別研修の概要は次のとお りである。

① ラジオ放送技術コース 〔第4回 〕

電波伝搬,高 周波回路,中 波放送機,そ の他中波を中心とす るラジオ放

送技術の基礎理論に関す る講義及び実習等を通 じ,ラ ジオ放送に必要な知

識及び技術を習得させることを目的とす る約1か 月のコースであり,10か

国10名 が参加 した。

② テ レビジョン放送技術 コース 〔第14回 〕

テ レビジ三ン放送技術の基礎知識及びテレビジョン放送機器の運用,保

守に関する最新の技術を習得 させることを 目的とする約3か 月 の コ ー ス

で,15か 国16名 が参加 した。

③ 教育テレビジョン番組 コース 〔第14回〕

教育テ レビジョン番組に関する映像効果,ア ニメーション技術,番 組編

成等に関する講義,実 習等を通 じ,教 育テレビジョン番組制作に必要な知
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識,技 術を習得させることを目的 とする約3か 月の コースで,13か 国15名

が参加 した。

④ テレビジョン放送管理コース 〔第10回 〕

放送体制,財 政,世 論調査,放 送番組,テ レビジョン放送技術の大要等

テレビジョン放送の管理運営に当たる中堅幹部職員として必要な知識及び

技術を習得 させることを 目的とする約1か 月半のコースで8か 国8名 が参

加した。

⑤ 中近東放送管理 コース 〔第3回 〕

中近東地域の開発途上国を対象として,上 記放送管理 コースと期間及び

内容は同 じであ り,7か 国8名 が参加 した。

⑥ 電波監視コース 〔第3回 〕

日本の電波監理,電 波監視の制度,電 波監視業務の内容等の紹介を行 う

とともに電波監視業務を行 うに必要な知識を習得させることを目的とする

約1か 月のコースで10か 国10名 が参加 した。

⑦ 放送幹部セ ミナー 〔第6回 〕

放送事業に携わる各国高級幹部職員に対 し,我 が国の放送の現状を紹介

し,放 送に関する諸問題についての討論を通 じて,各 国の放送事業の発展

に寄与す ることを 目的とする12日間のコースで8か 国8名 が参加 した。

上記の集団研修以外に個別研修として受入れを実施したものは10名 で,

その内容は,テ レビジョン技術4名,番 組製作1名,放 送システム3名,

テレビ建設2名 である。

㊥ 第三国研修の実施

第三国研修は,我 が国が協力している開発途上国の技術協力センタに環境

の類似 した近隣…諸国から研修員を受入れ,技 術移転を効率的に実施する現地

研修方式である。

51年度においては,メ キシコ電気通信訓練セ ンタの施設を利用 して,搬 送

電話,マ イクロウエーブ,衛 星通信の知識 ・技術を習得させることを 目的と

して,約2か 月にわたり実施し,6か 国から14名が参加した。
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イ 専 門家の派遣

げ)郵 便 関係

51年 度 にお いては,AOPU職 員 交換計画で6名(韓 国,タ イ,フ ィリピン

へ各2名),ま たUNDP/UPU計 画 で継続の ものを含めて専門家2名,準 専

門家1名 が派遣 された。UNDP/UPU計 画 に よる2名 の専 門家 の うち1名

は,バ ンコ ックに駐在 して郵便訓練を担当 してい る。他の1名 は マニラに駐

在 し,郵 便開発一般を担当 していたが,51年12月 に 任期満了 と な っ た。 ま

た,UNDP/UPU計 画 に よる もの と して,郵 便 の訓練に関す るコ ンサル タン

ト1名 がパキ スタンに派遣 された。UPU特 別 基金に よるものは,45年 度 に

セ ミナ講師1名 が派遣 されたのみ で,そ れ以後の派遣は行われていない。

さらに,二 国間ベ ースに よるもの と しては,コ ロンボ計画 で13名 の専門家

が郵便集 中局建設計画に協力す るため イラ ンに派遣 され た。

以上 の内訳は第2-8-4表 の とお りである。

第2-8-4表51年 度の郵便専門家派遣実績

区 別 人 員 数 任 務

コ ロ ンボ計 画

イ ラ

〃

ン

AOPU職 員交換計画

韓 国
〃

タ イ

〃

フ ィ リ ピ ン

〃

UNDP/UPU計 画

タ イ

フ ィ リ ピ ン

パ キ ス タ ン

計13名

4

9

計6名

1

1

1

1

1

1

計4名

1

2(注)

1

郵便機械化計画調査
〃

郵便機械化

簡易保険業務

郵便事業経営

外国郵便業務

郵便事業経営

郵便業務

郵便訓練

郵便開発一般

郵便訓練制度

合 計 23名1

(注)1名 は準専門家によるものである。
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(イ)電 気通信 関係

電気通信専 門家 の派遣 は,35年 度 か ら開始 され,51年 度 末までに コロンボ

計画で204名,中 近東 アフ リカ計 画で78名,中 南米計画 で107名,UNDP/ITU

計 画 で196名,国 際機関計画で8名,計593名(同 一人が2年 度にわ た り派遣

された場 合には2名 と した 。)の 専門家が 派遣 され てい る。 これ らの電気通

信専門家 は主 と して,マ イ クロウエ ーブ,電 話交換,電 話伝送,電 話線路,

衛 星通信等 の分野 にお いて開発途上 国の技 術者 の育成 のため指導に当た って

いるが,中 には電気通信網計画の指導を行 う政策顧問的な もの も増加 してい

る。

51年 度 につ いてみ ると,50年 度 か ら継続 している ものを含めて,コ ロンボ

計画で10名,中 近東 アフ リカ計画で17名,中 南米計画で18名,UNDP/ITU

計 画 で20名,国 際機関計画で2名,合 計67名 が 派遣 されてお り,そ の内訳は

第2-8-5表 の とお りであ る。

第2-8-5表51年 度 の電気通信専門家派遣実績

区 別 人 員 数 任 務

コ ロ ンボ 計 画

ビ ル マ

中近東アフリカ計画

ト

ン

ア

ア

ダ

ア

"

リ

ピ

イ

タ

ン

ェ

オ

エ

ル

〃

ニ

ジ

ィ

ガ

ウ

ヨ

ル

テ

ク

ジ

ア

エ

ウ

ケ

タ ン

〃

ザ ー ア

中近 東3か 国(イ ラ ン ・
イ ラ ク ・ トル コ)

中南米計画

メ キ シ コ

計lo名

10

計17名

2

1

4

1

1

1

2

1

1

3

計18名

3

供与テレックス機器据付け

トラピック指導

衛星通信地球局運用指導

〃

マイクロウエーブ指導

電気通信(衛星通信)技 術協力打合せ

電話交換計画指導

〃

電気通信計画指導

電話交換計画指導

帰国研修員巡回指導

電気通信技術訓練センター(第 三国
研修教官)
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区 別 1人 員 数i 任 務

エ ル サ ル バ ド ル

グ ア テ マ ラ

〃

ル

イア

ジ

〃

グ

ーー

ラ

ラ

ブ

パ

ボ

ぺ

リ

''

ノレ

''

〃

ビ ア

1

1

3

2

1

電話線路指導

電話交換指導

電話線路指導

電話伝送指導

電話交換指導

電気通信計画指導

電話伝送指導

電話交換指導

電話線路指導
マイクロウエーブ指導

電話交換指導

電話線路指導

国際機関計画

ESCAP

計2名

2 電気通信網計画調査

UNDP/ITU計 画

イ ン ド ネ シ ア

シ ン ガ ポ ー ル

〃

ビ ル マ

ア フ ガ ニ ス タ ン

イ ラ ク

ク ウ エ イ ト

"

サ ウ デ ィ ・ア ラ ビ ア

〃

〃

〃

パ ラ グ ア イ

ペ ノレ ー

中 米 諸 国

"

ケ ニ ア

ザ ン ビ ア

ス ー ダ ン

計20名

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

電気通信訓練センター教官長及び教官

伝送方式教官

電話交換教官

無線中継教官

搬送教官

無線通信教官

電信教官

無線(OPAS)

自動電話交換

多数階建築物顧聞

伝送方式

線路訓練

無線中継教官

伝送訓練

伝送教官

業務運用保守

トラピック運用

トラピック運用訓練

無線中継

合 計 67名
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㈲ 電波 ・放送関係

電波 ・放送関係専門家の派遣は,電気通信関係と同じく35年度から始ま り,

既に16年を経ているが,そ の間開発途上国の経済,文 化の発展に大 きく貢献

してきた。

51年度末現在では,コ 冒ンボ計画で201名,中 近東アフリカ計画で42名,

中南米計画で39名,UNDP/ITU計 画で2名,国 際機関計画で5名,計289

名(同 一人が2年 度にわた り派遣された場合は2名 と した。)の専門家を派

遣 した。

これらの派遣専門家は主として,相 手国政府の技術老不足を補 うため,放

送事業体において,テ レビジョン放送技術,テ レビジョン放送番組製作,放

送局の建設,運 用及び保守についての指導,要 員の訓練,市 場調査等を行 う

ものであるが,最 近は電気通信分野と同様政策顧問的な任務も増 加 して い

る。

51年度については,前 年度から継続 しているものを含めて,コ ロンボ計画

で3名,中 近東 アフリカ計画で8名,中 南米計画で3名,UNDP/ITU計 画

で1名,国 際機関計画で3名,計18名 の専門家が派遣されてお り,そ の内訳

は第2-8-6表 のとお りである。

ウ.開 発調査

⑦ 電気通信関係

この分野の開発調査は37年 度にボ リビアに対 して実施 したものが最初であ

るが,そ の後,漸 次増加の傾向にあり,以 来51年度の8件(第2-8-7表 参

照)を 加え,同 年度末までに42件 となっている。

これらの調査は,国 内網開発計画,地 域電気通信網開発計画,マ イクロウ

エーブ回線網建設計画,同 軸ケーブル計画,衛 星通信地球局建設計画等その

分野は多岐にわたってお り,こ れらの計画に関 して,そ れぞれ基礎調査 フ

ィ・一ジビリティ調査,基 本設計又は技術仕様書の作成等を行った も の で あ

る。

(イ)電 波 ・放送関係
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第2-8-6表51年 度の電波 ・放送専門家派遣実績

区 別 人 員 数 任 務

ア

ア

シ

シ

ネ

イ

画

ド

矧

ン

レ

ンロ

イ

マ

コ

中近東アフリカ計画

ア ラ ブ 首 長 国 連 邦

エ テ ィ オ ピ ア

ウ ガ ン ダ

中南米計画

ペ ル

〃

UNDP/ITU計 画

イ エ メ ン ・ア ラ ブ

国際機関計画

ス ー ダ ン

計3名

1

2

計8名

2

3

3

計3名

2

1

計1名

1

計3名

3

テレビ放送技術指導

テレビ送信機保守指導

テレビ技術指導

電波 ・放送技術協力打合せ

テレビ放送技術指導

テレビ放送網拡充計画指導

電気通信研究訓練所教官

プロジェクト協力(電 波技術)

ITUセ ミナー講師(放 送衛星)

合 十
一言
ロ 18矧

(注)UNDP/ITU計 画 の1名 は準専門家によるものである。

電波 ・放送分野の開発調査は,41年 度に開始 したが,そ の後も多くの調査

団を派遣し,51年 度に実施した4件(第2-8-8表 参照)を 加え,51年 度末

までに20件 となっている。

これらの調査は,放 送網の整備拡充計画,放 送局建設計画,無 線航行援助

システム整備計画等に関して,そ れぞれ予備調査,フ ィージビリティ調査,

実施設計等を行ったものである。

エ.海 外技術協力センタ

電気通信分野における海外技術協力センタとしては,35年 度に開設された

タイ電気通信訓練センタが最初であるが,以 来,パ キスタン電気通信研究セ

ンタ,メ キシコ電気通信訓練センタ及びイラン電気通信研究センタが加えら

れ,計4セ ンタについて協力を行っているが,こ れらはいずれも良好に運営

されてお り,そ の実績は,我 が国の海外技術協力センタの中でも高 く評価さ
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れ てい る。

51年 度には,新 たに,ジ ョル ダ ン王立 科学電子エ学 サー ビスセ ンタの設置

計画に伴 う事前調査を実施 した。

現在協 力中の各 セ ンタの概況は第2-8-9表 の とお りである。

第2-8-7表51年 度電気通信関係開発調査実績

調 査 別 派遣嗣 人購 内 容

タ イ

パンコック電話網拡

充計画事前調査

タ イ

パンコック電話網拡

充計画

ピ ル マ

電話設備設置計画調

査

スリランカ

電話網拡充計画調査

パキスタン

中央電気通信研究所

建設計画調査

リ ビ ア

電気通信計画事前調

査(第 一次)

15日

32

90

31

36

18

4名

7

9

10

lo

8

バンコソク首都圏に新増設する5電 話局

の市内線路網の実施設計に関し,実 施方

針,内 容等についてタイ政府と打合せを

行 うための派遣

中継線部分の実施設計(一 部)

電話設備設置計画に関して,ラ ングーソ

市内などの電話交換機,線 路設備及び電

話機の設置条件等について現地調査し,

実施設計を作成するための調査

電気通信網整備計画の一環をなす地方主

要6都 市とコロンボを結ぶ自動即時網の

整備及び中央交換局の拡充計 画 につ い

て,実 施可能性を確認するためのフイー

ジビリティ調査

現センタをハ リプールからイスラマバッ

ドへ移し新たに中央電気通信研究所を設

立する計画について,既 に2回 にわた り

実施した事前調査(48年 及 び49年)に 基

づき,研 究所建設に必要な詳細設計書作

成に必要な関連資料の収集のための現地

調査

電気通信分野の開発計画による,電 気通

信訓練セ ンタの設立,衛 星通信の導入及

び研修員の受入れについて我が国の技術

協力の可能性 ・協力方法等を検討するた

めの事前調査
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調 査 別 派遣鮪 人醐 内 容

リ ビ ァ

電気通信計画事前調

査(第 二次)

ア ル ジ ェ リア

南北 マ イ ク ロ ウエ ー

ブ プ ロ ジ ェ ク ト調 査

20日

16

7名

1

第一次事前調査の結果に基づき衛星通信

コンサルタソト契約方式,高 級ア ドバィ

ザーの派遣条件,訓 練センタの建設等に

関する協力の可能性について打ち合わせ

るための派遣

アルジェリア国南北マイクロウエーブ回

線設計計画についての技術的及び経済的

審査のための調査

(注)1.こ れ らの調査に当たっては,調 査完了後,報 告書説明のため,ビ ルマに
ついては14日 間6名,パ キスタンについては15日 間6名 の調査団が派遣さ

れている。

2.タ イの実施設計作業は我が国政府の委託を受けて,民 間コンサルタント

会社が実施した。

第2-8-8表51年 度電波 ・放送関係開発調査実績

調 査 別1派 遣棚 人員数 内 容

アフガニスタン

テレビジョン放送局

建設計画調査

40日11人 首都 カブールをサービスエ リアとするテ

レビジョン放送局(送 信所及びスタジオ)

建設計画に必要な詳細設計書の作成,機

器設備の選定のための調査

イ ンドネシア。マレイ

シア・シンガポール

電子航行援助システ

ム等設置計画調査

903 マラッカ・シンガポール海峡及びロンボ

ック・マカッサル海峡における航行援助

施設の整備計画について,電 子航法シス

テムの導入等に関するフィージピリティ

調査

ケ ニ ア

FMラ ジオ放送網拡

充計画調査

38 9 ケニア国内に19FM放 送局を建設するF

Mラ ジオ放送網拡充計画に基づき,本 計

画の置局計画,中 継計画,実 施体制,要

員及び訓練計画等についてのフィージビ

リティ調査を行 うための派遣

バ ングラデシュ

テレビスタジオ建設

計画調査

21 5ダ ッカに建設される公開テレビスタジオ

の内装設計について,ス タジオの目的,

規模,構 造等基本設計に必要な調査

(注)こ れらの調査については,調 査完了後報告書説明のためアフガニスタンへ24

日間8名(2回)が 派遣された。
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第2-8-9表 海外電気通信訓練 ・研究センタの概況

センタ名 開設年月 概 況

タイ国モンクット

王工科大学(旧 タ

イ電気通信訓練セ

ンタ)

パキスタン電気通

信研究センタ

イラン電気通信研

究センタ

35年8月

(44年度

に大学に

昇格)

38年11月

47年9月

本大学通信工学科は,旧 タイ電気通信訓練センタ

が3年 制のノンブリ電気通信大学に,次 いで5年 制

の大学に昇格 したもので,こ の間51年 度末までに総

額1億9,840万 円の機材が供与されている。

5!年度には教官として電気通信 ・放送関係の5名

の専門家が派遣された。

同大学では,校 舎移転を含む大学整備計画に基づ

き,ノ ンプリからラカパ ン地区への校舎新築移転計

画を推進中であったが6月 新校舎が落成した。

この新校舎(ラ カバ ン)移 転計画に対し,我 が国

か ら約9億5,320万 円 の無償援助を行った。

また,校 舎落成記念式典に催された電気通信展に

対 し協力要請がなされたが,テ レビ屋外中継,テ レ

ビ電話,レ ターフォン等の展示への協力として10名

のチームが派遣された。

我が国の専門家が受け持っている教科 目を早期に

タイ国へ引き渡すためのカウンターパー トの我が国

への受入れも行ってお り,51年 度には4名 を受け入

れ,研 修を実施 した。

本センタは,同 国の必要に適合する電気通信機器

の研究開発を行 うもので,我 が国から51年 度までに

総額1億7,024万 円の機材が供与された。

51年 度には5名 の専門家が派遣されている。

同国は現セ ンタをハ リプールから首都イスラマバ

ッドへ移転させ新らしく 「中央電気通信研究所」と

して整備拡充しようとする計画を有 してお り,我 が

国は既に48年 及び49年 度 に事前調査を行ったが51年

度には同研究所建設計画調査を実施した。

また,同 研究所建設のため51年 度に建物等に約10

億 円の無償援助がなされた。

本センタに関する協定は,51年3月 に終了したが,

そ の後も同国における電気通信分野の研究開発のた

め専門家を派遣 して協力することとした。

同セ ンタには51年 度末までに総額2億1,627万 円

の機材が我が国から供与されている。
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センタ名1開 設年月1 概 況

メキシコ電気通信

訓練センタ

42年12月

51年度 には電気通信 ・電波関係から8名 の専門家

を派遣したほか,セ ンタ・エパ リュエーションのた

め3名 の短期専門家を派遣した。

また,51年 度 に受入れ,研 修を行ったカウンター

パー トは2名 である。

本セソタに関する協定は,46年 及び48年 に2年 間

ずつ延長され50年7月23日 の協定終了まで指導を行

ったが,こ の間,電 気通信に従事する職員の訓練に

大きな成果を収めた。

協定終了後も専門家を派遣 してお り,51年 度は8

名派遣 した。

我が国が供与 した機材は51年 度末までに総額1億

8,199万 円である。

カウンターパー トの育成については技術移転がほ

とんど完了したと考えられるため,我 が国での研修

は実施 していない。

(注)セ ンタ関係の協力として,ジ ョルダン王立科学電子工学サービスセンタの設

置が計画 されてお り,こ のための事前調査として51年 度に19日 間4名 の短期専

門家を派遣した。

このほか,無 償 協力 として シンガポ ール衛星通信地球局建設,タ イ ・ラオ

ス間マイ クロウエ ーブ回線建設,タ イ国モ ンクッ ト王工科大学校 舎建設,ビ

ルマ電話網拡充,ア フガニスタンテ レビジ ョン放 送局建設及びパキ スタン中

央電気通 信研究所建 設の6件 の プロジェ ク トについての贈与並びに フ ィリピ

ン電 気通信施 設拡張改 善 プロジェク トに対 して賠償 に よる援助 が51年 度 末ま

でに行わ れている。

(3)資 金 協 力

通信分野 におけ る資金協 力は,37年 度 にパ キス タン電信電話 拡張計 画に対

して供与 され た円借款 に始 まるが,そ の後 しだいに対 象 プロジェ ク ト も増

え,そ の分野 もマイ クロウ 轟一 ヴ回線網建設等多岐にお た り,被 供与 国 もア

ジア地域は もと より,ア フ リカ,中 南米地域 に広が っている。

51年 度末 までの 円借款供与 プ 戸ジ ェク トは51年 度の3件(第2-8-10表 参
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照)を 加 え66件 で ある。

第2-8-10表51年 度通信分野における円借款一覧表

供与 約束

成立年月日

1976.5.ll

1976.11.13

1977.2.18

供与先

バ ング ラ

デ シ ュ

韓 国

イ ソ ド

金 額 供与

(百万円)機関1

1,200

6,600

9,000

基金

〃

〃

雛
㈲
鵬
㈲

利年

%(

1.875

4.25

3.5

10

5

10

30

20

30

対 象

同軸ケーブ
ル建設計画

通信施設拡
張計画

電気通信計
画

貸出状況
(51年度
末)

0

0

o

備 考

ダ ッ カ ・チ

ッ タ ゴ ン間

(注)「 返済期間」は,据 置期間を含んだ期間である。

3今 後の課題

以上述べたように,通 信 ・放送分野において,我 が国は開発途上国に対す

る技術協力及び資金協力を行ってお り,国 際間の相互理解,友 好関係の樹立

に大きな成果を上げてきている。 しか し,我 が国が今後ともますます増大す

ると予想されるこの分野での協力要請に応 じていくためには,主 として次の

点に関 して配慮することが必要となろう。

第一は,海 外コンサルタント体制の整備,強 化である。開発途上国では通

信の開発プロジェクトを実施 しようとする場合,技 術,経 験が不足 している

ため,当 初の計画づくりからの入札資料の作成,更 には工事監理から完成後

の保守運用まで一貫して協力を行 う総合的なコンサルタントを必要 としてい

る。特に石油産出国のように資金が豊富な国々では,一 挙に大規模なプロジ

ェクトを推進 しようとするため,こ の傾向が強い。

このコンサルタントは,直 接,関 係国政府間の協定で協力が行われる場合

を除いて,一 般的には国際的な競争入札で公募 されるが,開 発途上国では技

術的に優秀でしか も公正かつ信頼性のある総合的なコンサルタントを求めて

いる。我が国の場合,こ のような海外か らの要請に機動的に対処できる総合

的なコンサルタントがまだ十分育成 されていない現状である。 したがって,

郵政省や電電公社,国 際電電,NHKな どの関係機関に主に集積されている
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総合的かつ優秀な技術,経 験を活用 しつつ,相 手国の要請に応 じて機動的に

行動できる協力体制を早急に整備する必要がある。

第二は,開 発途上国の実情に適合 した通信 システムの研究開発である。開

発途上国では,マ イクロウエーブ回線等による国内通信幹線網の整備や首都

などの大都市における市内電話網の拡充などを主として開発を進めてきてい

るが,最 近では,国 全体の経済 ・社会の開発の進展に伴って地方における電

話網の整備 ・拡充が不可欠 となってきている。 しか しながら,地 方の場合,

大都市ほど大量の通信量がないため,既 存の大容量方式の通信 システムでは

対応が難 しく,こ のため,開 発途上国は,地 方における通信網の整備に苦し

んでいる実情である。

このあい路を打開するには,小 容量方式でしか も低価格かつ高品質の通信

システムの研究開発が必要であるが,開 発途上国が独自にこのような開発を

行 うことは難しい。我が国は,戦 後の復興に当たって,こ の面で十分な経験

と技術を持っているので,こ れを活用して開発途上国の実情に適 した通信シ

ステムの開発,実 現に協力すれば,開 発途上国の経済 ・社会の発展に大 きく

貢献す ることになる。

第三は,海 外からの技術研修員受入れ体制の整備である。開発途上国の通

信技術者に対する技術研修は,途 上国の人材養成に貢献す るところが大 きい

が,我 が国では,こ れらの研修は,郵 政省のほか電電公社,国 際電電,NH

K,民 間放送,通 信機器メーカー等における自社職員のための訓練施設など

を利用 して行っている。このため,研 修はこれらの訓練施設があいている期

間に限定されるなど時期的な制約 もあって,集 団コースの増設等も難か しい

実情にある。今後通信の国際協力が推進 され るに従って,資 金協力の進展や

我が国機器の導入に伴 う新技術習得のための研修需要はますます増加す るも

のと思われる。 このような動向に対処 し効果的な協力活動を行っていくため

には,現 在の研修体制の見直しと長期展望にたった研修体制の整備が必要で

ある。


